
令和４年度（２０２２年度）盲ろう者通訳・介助員養成事業等実施要項 

 

この要項は、令和４年度（２０２２年度）盲ろう者通訳・介助員養成事業等の実施

について必要な事項を定めるものとする。 

 

（事業の名称） 

第１条 本事業の名称は、「令和４年度（２０２２年度）盲ろう者通訳・介助員養成

事業等」とする。 

（事業目的） 

第２条 ノーマライゼーションの理念の実現に向けて、聴覚障がい者等のコミュニケ

ーション手段の確保に必要な事業を総合的かつ効果的に実施することにより、聴覚

障がい者等が社会の構成員として地域の中で共に生活が送れるよう、また、自己表

現、自己実現及び社会参加を通じて生活の質的向上が図れるようにする。 

（事業内容） 

第３条 事業内容は、次のとおりとし、その具体的内容は、別記１令和４年度（２０

２２年度）盲ろう者通訳・介助員養成事業等仕様書に定めるものとする。 

（１） 盲ろう者通訳・介助員養成事業 

（２） 要約筆記者養成事業 

（３） 手話通訳者養成事業  

（個人情報の取扱い） 

第４条 事業の実施に伴い取り扱う個人情報については、個人情報取扱特記事項（別

記２）を遵守すること。 

 

 附 則 

この要項は、令和４年（２０２２年）４月１日から施行する。



                                   

別記１  

令和４年度（２０２２年度）盲ろう者通訳・介助員養成事業等仕様書 

 

１ 盲ろう者通訳・介助員養成事業 

（１）事業内容 

   盲ろう者の自立と社会参加を図るため、訪問介護員（ホームヘルパー）、障が

い者支援施設職員等を対象に、盲ろう者通訳・介助員の養成を行う。 

（２）養成対象者 

   盲ろう者の通訳、介助を申し出た者のうち、受託者が適当と認めたものを養成

対象者とする。 

（３）講習内容 

   「盲ろう者向け・通訳・介助員の養成カリキュラム等について」（平成２５年

３月２５日障企自発第０３２５第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企

画課自立支援振興室長通知）で定められたカリキュラムに準じ、講習会等の方法

により実施する。 

（４）講習受講者の費用負担 

   受講に係る教材費等は、受講者の負担とすること。また、教材費等の他に、受

講料を徴することができるものとする。 

（５）盲ろう者通訳・介助員派遣事業における通訳・介助員の登録 

  ア 本事業の講習を修了した者に対して、受講修了証書を交付する。 

  イ 本事業の講習を修了した者で、特に活発な奉仕活動の期待できる者について

は、本人の承諾を得て、盲ろう者通訳・介助員として登録する。 

  ウ 前記イにより登録された盲ろう者通訳・介助員に対し、これを証明する通

訳・介助員登録証（別記第１号様式）を交付する。 

  エ 前記ウにより通訳・介助員登録証を交付した者のうち、活動ができなくなっ

た通訳・介助員については、通訳・介助員登録証を返還させ登録を抹消する。 

  オ 令和５年（２０２３年）３月３１日時点での通訳・介助員について、受託者

の長は、事業修了後、盲ろう者通訳・介助員登録台帳（別記第２号様式）によ

り、実施主体に報告するものとする。 

（６）盲ろう者通訳・介助員の協力内容 

   盲ろう者通訳・介助員は、盲ろう者、受託者の長等から通訳・介助の要請があ

った場合には、広報活動、障がい者の文化活動、スポーツ大会等の地域活動に協

力するものとする。 

（７）留意事項 



                                   

   盲ろう者通訳・介助員は、盲ろう者の人格を尊重して活動するとともに、当該

盲ろう者の身上及び家庭に関して知り得た秘密はこれを守らなければならない。 

２ 要約筆記者養成事業 

（１）事業内容 

   要約筆記に必要な要約技術及び基本知識を習得した要約筆記者を養成する。 

（２）養成対象者 

    要約筆記の奉仕を申し出た者のうち、受託者が適当と認めたものを養成対象と

する。 

（３）講習内容 

   「要約筆記者の養成カリキュラム等について」（平成２３年３月３０日障企自

発第０３３０第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課自立支援振興

室長通知）で定められたカリキュラムに準じ、講習会等の方法により実施する。 

（４）講習受講者の費用負担 

   受講に係る教材費等は、受講者の負担とすること。また、教材費等の他に、受

講料を徴することができるものとする。 

（５）要約筆記者の登録 

  ア 本事業の講習を修了した者に対して、受講修了証書を交付する。 

  イ 本事業の講習を修了した者で、特に活発な要約筆記活動が期待できる者につ

いては、本人の承諾を得て要約筆記者として登録し、また、その者の居住地を

管轄する市町村長からの求めがある場合は、市町村長への情報提供に応じる旨

を事前に届けた要約筆記者の氏名及び住所等を市町村へ通知する。 

  ウ 前記イにより登録された要約筆記者に対し、これを証明する要約筆記者証

（別記第３号様式）を交付する。 

  エ 前記ウにより要約筆記者証を交付した者のうち、活動ができなくなった者に

ついては、要約筆記者証を返還させ、登録を抹消する。 

  オ 令和５年（２０２３年）３月３１日時点での要約筆記者について、受託者の

長は、事業終了後、要約筆記者登録台帳（別記第４号様式）により、実施主体

に報告するものとする。 

（６）要約筆記者の協力内容 

   要約筆記者は、聴覚障がい者、受託者の長等から要約筆記の要請があった場合

には、広報活動、障がい者の文化活動、スポーツ大会等の地域活動に協力するも

のとする。 

（７）留意事項 

   要約筆記者は、聴覚障がい者の人格を尊重して活動するとともに、当該聴覚障



                                   

がい者の身上及び家庭に関して知り得た秘密はこれを守らなければならない。 

３ 手話通訳者養成事業 

（１）事業内容 

   手話に必要な手話表現技術及び基本知識を習得した手話通訳者を養成する。 

（２）養成対象者 

   手話の奉仕を申し出た者のうち、受託者が適当と認めたものを養成対象者とす

る。 

（３）講習内容 

   「手話奉仕員及び手話通訳者の養成カリキュラム等について」（平成１０年７

月２４日障企第６３号厚生省大臣官房障害保健福祉部企画課長通知）に定められ

た手話通訳者養成カリキュラムに準じ、講習会等の方法により実施する。 

   また、当講習は、基礎課程コース及び応用・実践コースの２コースを実施する

こととし、養成対象者は、２年間の期間において、初年度に基礎課程コース、次

年度に応用・実践コースの講習を受講するものとする。 

（４）講習受講者の費用負担 

   受講に係る教材費等は、受講者の負担とすること。また、教材費等の他に、受

講料を徴することができるものとする。 

（５）手話通訳者の登録 

  ア 本事業の講習を修了したものに対して、受講修了証書を交付する。 

  イ 本事業の講習を修了した者で、特に活発な通訳活動が期待できる者について

は、本人の承諾を得て手話通訳者として登録し、また、その者の居住地を管轄

する市町村長からの求めがある場合は、市町村長への情報提供に応じる旨を事

前に届けた手話通訳者の氏名及び住所等を市町村へ通知する。 

  ウ 前記イにより登録された手話通訳者に対し、これを証明する手話通訳者証

（別記第５号様式）を交付する。 

  エ 前期ウにより手話通訳者証を交付した者のうち、活動ができなくなった通訳

者については、手話通訳者証を返還させ、登録を抹消する。 

  オ 令和５年（２０２３年）３月３１日時点での手話通訳者について、受託者の

長は、事業終了後、手話通訳者登録台帳（別記第６号様式）により、実施主体

に報告するものとする。 

（６）手話通訳者の協力内容 

   手話通訳者は、聴覚障がい者、受託者の長等から手話通訳の要請があった場合

には、広報活動、身体障がい者の文化活動、スポーツ大会等の地域活動に協力す

るものとする。 

（７）留意事項 

   手話通訳者は、聴覚障がい者の人格を尊重して活動するとともに、当該聴覚障

がい者の身上及び家庭に関して知り得た秘密はこれを守らなければならない。 

４ 共通事項 

（１）１～３の事業は、熊本県と熊本市が合同で事業を実施する。 

（２）事業の実施に要する経費の負担については、平成２５年（２０１３年）４月１



                                   

日付け締結の協定書により、熊本県６割、熊本市４割とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                   

別記第１号様式 

（表） 

 

 

（裏） 

 

  

第  号 

通訳・介助員登録証 

 

 住所 

 氏名 

 生年月日 

 

 上記の者は、盲ろう者通訳・介助員派遣事業における

通訳・介助員として登録されていることを証明します。 

 

令和  年（    年）  月  日 

 

 受託団体の長         印 

１ 本登録証は、他人に貸与したり、譲渡することはできま

せん。 

 

２ 本登録証は、通訳・介助業務に従事するときは、必ず携

行してください。 

 

３ 本証を紛失したときは、速やかに＜受託団体＞に届け出

てください。 

 

４ 通訳・介助員としての活動ができなくなった場合は、速

やかに本証を＜受託団体＞に返還してください。 



                                   

別記第３号様式 

（表） 

 

（裏） 

 

第  号 

要約筆記者証 

 

 住所 

 氏名 

 生年月日 

 

 上記の者は、要約筆記者として、登録されて 

いることを証明します。 

 

令和  年（    年）  月  日 

 

 受託団体の長         印 

１ 本証は、他人に貸与したり、譲渡することはできませ

ん。 

 

２ 本証は、要約筆記業務に従事するときは、必ず携行し

てください。 

 

３ 本証を紛失したときは、速やかに＜受託団体＞に届け

出てください。 

 

４ 要約筆記者としての活動ができなくなった場合は、速

やかに本証を＜受託団体＞に返還してください。 



                                   

別記第５号様式 

（表） 

 

  

（裏） 

 

第  号 

手話通訳者証 

 

 住所 

 氏名 

 生年月日 

 

  上記の者は、手話通訳者として、 

登録されていることを証明します。 

 

令和  年（    年）  月  日 

 

 受託団体の長         印 

１ 本証は、他人に貸与したり、譲渡することはできませ

ん。 

 

２ 本証は、手話業務に従事するときは、必ず携行してく

ださい。 

 

３ 本証を紛失したときは、速やかに＜受託団体＞に届け

出てください。 

 

４ 手話通訳者としての活動ができなくなった場合は、速

やかに本証を＜受託団体＞に返還してください。 



                                   

別記２ 
個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 
第１ 受託団体は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識別
され得るものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、委託業務を実施するに当たっ
ては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければなら
ない。 

（秘密の保持） 
第２ 受託団体は、委託業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならない。
この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

（収集の制限） 
第３ 受託団体は、委託業務を行うために個人情報を収集するときは、委託業務の目的を達成
するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（適正管理） 
第４ 受託団体は、委託業務に関して知ることのできた個人情報の漏えい、滅失及び毀損の防
止その他個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（作業場所の特定） 
第５ 受託団体は、委託業務を処理するため個人情報を取り扱うときは、その作業を行う場所
を明確にし、あらかじめ熊本県及び熊本市の承諾を得なければならない。 

（従事者の特定等） 
第６ 受託団体は、この契約による個人情報を取り扱う事務に従事する者の範囲、責任区分等
を明確にし、特定された従事者以外の者が当該個人情報を取り扱うことがないようしなけれ
ばならない。 

（利用及び提供の制限） 
第７ 受託団体は、熊本県及び熊本市の指示又は承諾がある場合を除き、委託業務に関して知
ることのできた個人情報をこの契約の目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供してはな
らない。 

（複写又は複製の禁止） 
第８ 受託団体は、委託業務を処理するために熊本県及び熊本市から引き渡された個人情報が
記録された資料等を、熊本県及び熊本市の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（再委託の禁止） 
第９ 受託団体は、委託業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、熊本県及び
熊本市が承諾した場合を除き、第三者にその処理を委託してはならない。 
乙は、熊本県及び熊本市の承諾により、第三者に個人情報を取り扱う事務を委託する場合

は、熊本県及び熊本市が受託団体に求める個人情報の保護に関する必要な措置と同様の措置
を当該第三者に講じさせなければならない。 

（資料等の返還等） 
第１０ 受託団体は、委託業務を処理するために熊本県及び熊本市から引き渡され、又は受託
団体自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料、電子媒体等は、委託業務
完了後直ちに熊本県及び熊本市に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、熊本県及び熊
本市が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

（従事者への周知） 
第１１ 受託団体は、委託業務に従事する者に対して、在職中及び退職後において、委託業務
に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと、この契約の目的以外の
目的に使用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項及び熊本県個人情
報保護条例（平成１２年熊本県第６６号）第４４条又は第４５条の規定に該当した場合は罰
則の適用があることを周知するものとする。 

（指示・報告） 
第１２ 熊本県及び熊本市は、受託団体が委託業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を
確保するため、受託団体に対して必要な指示を行い、又はこの特記事項の遵守状況等、必要
な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができるものとする。 

（実地調査） 
第１３ 熊本県及び熊本市は、必要があると認めるときは、受託団体が委託業務の執行に当た
り取り扱っている個人情報の状況について随時実地に調査することができる。 

（事故報告） 
第１４ 受託団体は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知った
ときは、直ちに熊本県及び熊本市に報告し、熊本県及び熊本市の指示に従うものとする。 

（契約解除及び損害賠償） 
第１５ 熊本県及び熊本市は、受託団体がこの特記事項の内容に反していると認めたときは、
契約の解除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。 



別記第２号様式

点字 指文字 手話 その他
住所 電話番号 ＦＡＸ番号 備考

盲ろう者通訳・介助員登録台帳

習得しているｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ手段
番号 登録年月日 氏名 生年月日



別記第４号様式

番号 登録年月日 氏名 生年月日 住所 電話番号 ＦＡＸ番号
手話・パソコン
要約の別

備考

要約筆記者登録台帳



別記第６号様式

番号 登録年月日 氏名 生年月日 住所 電話番号 ＦＡＸ番号 備考

手話通訳者登録台帳


